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［要　旨］

①九州半導体産業における設計・開発拠点化推進

　かつて量産拠点としての役割が中心であった九州では，1990年代以降，高付加価値化，機能高

度化が探求された。この背景には，地方行政機関やそれと密接に関係する産業支援機関が，積極

的に設計・開発型企業への支援体制を整備してきたことがある。

②ベンチャー・中小企業間の連携促進による共同受注

　こうした動向の一部として，産官協力の下，主にベンチャー・中小企業からなる企業間連携強

化により企業集積促進と事業機会の拡大を目指す複数の取り組みがなされている。本稿では，こ

の内，北九州学術研究都市の「ひびきの半導体ベンチャーサークル」と九州半導体イノベーショ

ン協議会による「SIIQ DIRECT」をケースとして取り上げ，その特徴と仕組みを明らかにする。

各々，大手デバイスメーカーからの受注，九州域内企業間および九州内外企業間の案件掘り起こ

しで，一定の成果を収めている。

③九州半導体産業における企業間連携の発展性と課題

　これらの事例を含め，企業間連携を通じた九州半導体産業の発展にとっての課題・問題点とし

て，⑴九州エリア内では県ごとに地域産業振興が図られることが多く，九州を１つのクラスター

としてその潜在力を戦略的に活かしきれてないことや，⑵九州半導体関連企業は，九州エリア内

の連携も国際的なリンケージも十分発展しておらず，今後，地元での企業間連携と国際連携を密

接に関連させて推進する努力が必要とされること，などが指摘される。
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　１．はじめに

　半導体産業は九州における主要産業の１つ

であり，1960年代後半以降，域外から進出し

てきた大手半導体デバイスメーカーの製造拠

点設置に引っ張られる形で発展してきた。そ

の後，国内では関東に次ぐ主要産業集積地と

しての地位を保持しており「シリコンアイラ

ンド」と呼ばれている。例えば，集積回路

（IC：Integrated Circuit）生産額では全国シェ

アの29.4％（2009年）を占め，地域的には関

東に次ぐ規模である（九州経済産業局，

2010）。また九州７県における半導体関連事

業所数は約700に上り（2007年），半導体デバ

イスメーカーの前工程工場が16，後工程工場

が約80，製造装置工場が約250，関連部品・

材料工場が約400，および半導体設計メーカー

や組込みソフトメーカーが約70である（岡野，

2008）。

　九州は，かつては製造基地としての役割が

中心で「頭脳なき量産拠点」と揶揄されたこ

ともあったが，1990年代後半以降，生産品目

の高付加価値化，生産拠点の機能高度化およ

び大手デバイスメーカー関連の設計拠点の開

設が進んだ。2000年以降は，ファブレスの半

導体設計メーカーの立地も増加している。こ

の背景には，地方行政機関やそれと密接に関

係する産業支援機関が，積極的に設計・開発

型企業への支援体制を整備してきたことがある。

　例えば，福岡ソフトリサーチパークや熊本

テクノリサーチパークなどでは既に1990年代

前半に，NEC，ソニー，東芝，富士通等の

大手デバイスメーカーの半導体設計拠点が開

設された。2000年以降は，情報工学系の大学

や研究機関が集まった北九州学術研究都市

（北九州市）や情報産業都市としての飯塚地

域の整備，および福岡システムLSI総合開発

センター（福岡ソフトリサーチパーク地区内）

の開設により，インキュベート機能も強化さ

れた。文部科学省の知的クラスター創成事業

では，福岡・北九州・飯塚の３地域でシステ

ムLSI（Large Scale Integration）設計拠点化

が進められている。加えて，経済産業省の産

業クラスター計画の一部である九州シリコン・

クラスター計画の実施機関として九州半導体

イノベーション協議会（福岡市）が設置され，

企業・関連諸機関のネットワーク化と九州経

済の活性化に向けた活動がなされている。

　本稿では，こうした動向に関連し，産官の

協力の下，ベンチャー・中小企業間の連携強

化による共同受注と事業機会の拡大を図る試

みを２つ紹介し，その特色を明らかにする。

そして，これらの事例を含めた九州半導体産

業における企業間連携の発展性と課題につい

て分析する。

　取り上げるケースは，第１に，北九州学術

研究都市に立地する財団法人北九州産業学術

推進機構（FAIS）の半導体技術センターが

支援する「ひびきの半導体ベンチャーサーク

ル」であり，企業数社のグループ化により大

手半導体デバイスメーカーから生産工程の一

部を受注しようとする試みである。

　第２は，九州半導体イノベーション協議会

によるSIIQ DIRECTである。これは，数十
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社の企業によるネットワークを通じて，地域

内外からの試作品開発を中心とした受注の拡

大を目指すものである。

　２．FAIS半導体技術センターによ
　　　るひびきの半導体ベンチャー
　　　サークル

　「財団法人北九州産業学術推進機構（FAIS：

Kitakyushu Foundation for the Advancement 

of Industry Science and Technology）」は，北

九州市の外郭団体として2001年３月に設立さ

れた１。北九州地域における産学官連携推進

を通して，産業技術の高度化や活力ある地域

企業群の創出・育成に寄与することを目的と

する。ほぼ同時にオープンした北九州学術研

究都市（北九州市若松区ひびきの）内に位置

する（一部の部局は外部に立地）。文部科学

省の知的クラスター創成事業（2002年度以降）

の実施にも携わっている。

　FAISの１部局である「半導体技術セン

ター」は，北九州市の半導体産業振興に関わ

る産学支援事業を実施する機関として2001年

４月に設立された。北九州学術研究都市の情

報技術高度化センター内に位置する。その主

な事業内容は，教育事業（技術者向け講座「ひ

びきの半導体アカデミー」開催），ベンチャー

支援活動（ベンチャーサークル，EDA・評価

設備サポートサービス），産学連携活動（マッ

チングと共同プロジェクト推進の「ミニラボ

事業」）よりなる。関連施設として，半導体

設計関連企業等によるLSIの設計・開発を支

援するため，設計開発室と評価研修室を設置

し，EDA（Electronic Design Automation，

電子設計自動化）ツール（コンピュータの設

計支援ソフトウェア）や評価機器の利用サー

ビスを行っている。加えて，半導体テスター

（半導体素子を測定し，評価・検査するため

のテスト装置）の利用サービスを提供するテ

スター室と半導体プロセス関連機器を設置し

たクリーンルームもある。

　本節で注目するのは，FAIS半導体技術セ

ンターのベンチャー支援活動のうちの「ひび

きの半導体ベンチャーサークル」である。こ

れは複数のベンチャー企業が，それぞれの技

術や施設を有効に組み合わせ，あたかも１つ

の企業のような体制を作り，個々のベン

チャー企業では受注できない仕事を共同受注

しようとするものである。可能性としては

様々なタイプのベンチャーサークルがありう

るが，筆者の調査時点でルーチン化に成功し

ていたのは「テストビジネス」だけである。

「ひびきの」は北九州学術研究都市が立地す

る地名から来ている。このテストビジネスは，

大手半導体デバイスメーカーからの「テスト

パッケージ」の共同受注を目的として2005年

１　以下の記述は，FAIS半導体技術センターのホームページ（2010年１月18日閲覧），および2008年７月３日と2008
年８月11日に，各々，同センター関係者，およびひびきの半導体ベンチャーサークルの関係企業に対して行った
聞取り調査から得られた情報に基づく。また2009年12月から2010年１月にかけて電話・Ｅメールで追跡調査を行
なった。
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12月にスタートした。

　先ずテストパッケージについて説明しよう。

半導体（IC）の生産工程は大別して，設計，

マスク製造，ウェハプロセスを中心とする前

工程，パッケージング，およびファイナルテ

スト（パッケージングとファイナルテストを

合わせて後工程という）の５工程からなる。

　テストパッケージは主に最後のファイナル

テスト工程に関わる。すなわち半導体をテス

トし良品・不良品に振り分けるためテスター

と呼ばれる装置を使用するが，半導体の１品

種ごとにテスターを作動させ効率よくテスト

するためのプログラム（ソフトウェア）の開

発が必要となる。顧客半導体デバイスメー

カーからのテスト仕様に合わせ，テストプロ

グラム開発用テスターでこうしたプログラム

を開発し，検査のために半導体を乗せるテス

トボードを作成し，さらに顧客の製造ライン

のテスターにこのテストボードとプログラム

を移植しデバッグする，この一連の作業をテ

ストパッケージと呼ぶ。

　テスターは非常に高額であり（数千万円以

上），耐圧，電圧等の電気特性を含め数百か

ら数千あるテスト項目を如何に短時間で確実

にこなし，テスターの稼働率を上げテスト単

価を引き下げるかがプログラム開発の焦点と

なる。テストパッケージは，半導体デバイス

メーカーが全て自社内で実施する場合もあれ

ば，自社開発と並行し一部を外注することも

ある。ここで取り上げるベンチャーサークル

は，こうした外注先の１つである。

　ひびきの半導体ベンチャーサークル（テス

トビジネス）は，取りまとめ役のＡ社を含め

４社より成る。名称は「ベンチャーサークル」

であるが，実際は，ベンチャーと呼べるのは

Ａ社（北九州学術研究都市内立地）のみで，

他の３社（以下，Ｂ，Ｃ，Ｄ社と呼ぶ）はジャ

スダック上場企業も含まれるなど一定の規模

に達している中小企業であり，北九州学術研

究都市には技術者（＝開発部隊）を駐在させ

たブランチのみを置いている。

　ここで同ベンチャーサークルの受注・コー

ディネートの仕組みを解説しよう（図１）。

顧客は，今のところ，九州に工場を持つ大手

半導体デバイスメーカー１社のみである（以

下，Ｘ社と呼ぶ）。取りまとめ役Ａ社の社長

はＸ社のOBであり特別なつながりを持って

おり，ここがテストパッケージを受注する窓

口となる。仕事の割当てはＡ社の役目であり，

１案件に付き１社が請け負う。Ａ社自身が受

注することもある。テスターメーカーは世界

的に大手数社に限られており（アドバンテス

ト，テラダイン，横河電機等），サークル４

社は，それぞれ特定メーカーの装置に通じた

人材を抱えている。案件ごとに使用するテス

ターが違うので，４社のうち，そのテスター

を使える企業に仕事が振り分けられる。

　サークル企業間での共同研究開発などは今

のところないという。Ｂ，Ｃ，Ｄ社は，学術

研究都市に開発部隊のみを置いているので，

受注工作を含め間接業務をＡ社が代行し手数

料を取る。Ａ社が他の３社のいずれかに案件

を振り，損失が発生した場合はＡ社が赤字を

負担し，受注企業には見積もり金額（引き受
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け金額）通りの報酬を支払う。逆に利益が多

いとＡ社の取り分になるが，実際にはこうい

うケースは少ないという。現実には，案件ご

とに損失もあるが，半年もしくは年間ベース

で赤字にならないようバランスを取っている。

なおサークルのメンバーは今のところ固定的

である。

　加えて，地元の九州工業大学の研究者が研

究開発面で協力し，北九州市やFAIS半導体

技術センターがビジネス指導やテスター室の

整備，身元保証人的役割を担うなどを通して

側面から支援している。また横河電機，テラ

ダイン，アドバンテストの３社からテスター

の提供を受けている。ベンチャーサークルが，

北九州市やFAIS半導体技術センターの後ろ

盾により設立された背景には，日本の大手半

導体・電子企業は購買窓口（口座）を増やす

ことを好まず，一般のベンチャー・中小企業

が直接受注する機会が限られているという事

情がある。

　大手顧客からみれば，取りまとめ役的企業

を使うことで取引簡素化につながるメリット

がある。今のところ顧客はＸ社のみであるが，

必ずしも閉鎖的な系列関係というわけではな

い。むしろ基本は技術的な強みに依拠した事

業であり，将来的には，他の大手半導体デバ

イスメーカーと取引する可能性も否定しない。

実際，ベンチャーサークルのメンバーには，

当サークルとは別の件で，他の大手企業とも

つながりを持っている企業もあるという。

　なおベンチャーサークルの４社は，大手か

らのテストパッケージ受注業務のみに特化し

ているわけではなく，他の事業も並行して

行っている。例えば，取りまとめ役のＡ社は，

アナログICの設計・開発も行なっており，大

手からの下請的仕事で当面の運営資金を稼ぎ

図１　ひびきの半導体ベンチャーサークル（テストビジネス）の運営

（出所）聞取り調査に基づき筆者作成
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ながら，将来的には独自ブランド製品の売り

出しを目標にしている。

　ところで，近年の世界金融危機に起因する

不況で日本半導体業界全体が打撃を受け，当

ベンチャーサークルの運営にも影響を及ぼし

ている。現顧客Ｘ社からの受注はかなり減少

しており，今後，同社からの外注はさらに少

なくなる可能性があることが指摘された。そ

れを補うための他の顧客の開拓は，現在努力

中である。また，このまま不況が続けば，当

ベンチャーサークルが今の仕組みのままで継

続・発展するかどうかは予断を許さない状況

であるという。

　３．九州半導体イノベーション
　　　協議会によるSIIQ DIRECT

　次に紹介するのは，「九州半導体イノベー

ション協議会（愛称SIIQ，シーク）」（福岡市）

の取り組みである２。SIIQは九州地域におけ

る半導体・FPD（Flat Panel Display）関連産

業の振興を目的に，経済産業省が進める産業

クラスター計画の推進機関として2002年５月

に設立された。会員数は約240社／人である。

その活動は４つの部会によって担われる。す

なわち，広報部会（情報提供・発信），アラ

イアンス部会（会員企業間，および会員企業

と海外企業等との交流・連携促進），技術創

造部会（技術開発サポートや技術情報交換の

推進），ビジネス創出部会（経営支援サービ

スや展覧会への共同出展，ビジネスマッチン

グ）であり，加えて人材育成事業（インター

ンシップ，講座開設，講師派遣等）も行って

いる。

　設立以来，SIIQの運営は官主導であり，産

業クラスター計画の一環として国から交付さ

れたネットワーク補助金に依拠するところが

大きかった。ところが，この補助金が段階的

に削減され，2010年度をもって交付終了とな

る方針が示され，自主財源の確保と民主導運

営への転換が必須となった。このため2007年

度より会費制を導入し，会員企業のニーズの

把握とビジネス直結型事業への取り組みが強

化された。本節で注目する「SIIQ DIRECT

（シークダイレクト）」は，こうした流れの中

で打ち出された新事業である。

　SIIQ DIRECTは，九州の企業を中心に（一

部九州域外の企業も含まれる）半導体関連企

業数十社がネットワークを形成し，顧客の半

導体製造からモジュール製作，試作品開発か

ら部品加工，量産化をサポートする事業であ

り，2008年７月に立上げられた。当初44社で

スタートし，2009年度末現在で46社となって

いる。メンバー企業の内訳は，立地的には半

数ほどが福岡県で，残りは大分県，熊本県，

長崎県，鹿児島県に分布し，九州外も数社含

まれる。業種的には，デバイス９社，ツール

１社，設計５社，装置６社，評価・分析３社，

２　以下の記述は，九州半導体イノベーション協議会のホームページ（2010年11月30日閲覧），財団法人九州経済調査
協会の関係者に対して行った聞取り調査（2008年９月29日と2009年12月24日に実施。2010年11月にも追加的な資
料の提供を得た）から得られた情報に基づいている。
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材料・部材13社，ソフトウェア３社，モジュー

ル６社である。

　関係者によれば，その強み（そして，九州

半導体産業全体の強み）は主に実装技術にあ

るが，SIIQ DIRECT全体としては，設計，

前工程，後工程（後工程は主要な製品にはほ

ぼ対応可能）を一通りカバーできる体制が

整っているという。

　SIIQ DIRECTの運営の基本形は図２に

まとめられている。事務局・コーディネー

タ役は，「財団法人九州経済調査協会」と

「NPO法人半導体目利きボード（STM：

Semiconductor Technology Marketing）」 が

担っている。九州経済調査協会は九州エリア

の半導体関連企業・機関と広範なつながりを

持ち，案件に応じて最適と思われるメンバー

企業を選定・打診する。半導体目利きボード

は九州の半導体関連エンジニア等によるネッ

トワークであり，技術面の詳細な目利きが必

要な場合に協力する。一旦，当該案件を担当

する企業（オーナー）が決まり顧客に通知さ

れると，その後はオーナー企業と顧客との直

接のやり取りが基本となる。オーナー企業１

社では対応できない場合は，他のメンバー企

業とチームを編成する。この場合でも，オー

ナー企業は当該案件についての責任者であり，

利益の分配，リスクの負担，品質保証，納期

管理等を全て担う。オーナー企業とチームの

他の企業との間では，はじめに報酬等の条件

を取り決め，契約を結ぶ。もし予想以上に利

益が上がればその分はオーナー企業が取得し，

逆に損失が出ればオーナー企業が負担する。

　なお事務局・コーディネータの役割は，基

本的に案件紹介や営業に限定され，見積もり

作成や品質・納品管理等は行わず，またメン

バー企業をコントロールすることもない。こ

図２　SIIQ DIRECT の運営（基本）

（出所）九州半導体イノベーション協議会内部資料に基づき作成
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の背景には，コントロールするには相当数の

人材が必要で，しかもその人材のスキルの幅

で案件の中身が制約されるため，ネットワー

クの力を最大限引き出すためには，事務局・

コーディネータの役割を限定した方がよいと

いう判断があったという。

　これに関連し，ネットワークが緩やかで，

様々な連携の可能性が開かれていることも

SIIQ DIRECTの重要な特徴の１つである（図

３）。すなわち，顧客からの案件は，必ずし

も事務局・コーディネータを介する必要はな

く，メンバー企業に直接入ってくることもあ

る。またこのような案件に関して，オーナー

企業がチームを編成する際，チームに必要な

技術を持つ企業を事務局・コーディネータを

通してメンバー企業の中から紹介してもらう

ことも可能である。さらにチーム企業をSIIQ 

DIRECTのメンバー外から導入することも妨

げない。企業がSIIQ DIRECTに参加する基

本的なメリットは，自社で出来ないものを他

のメンバー企業に紹介する，あるいは自社に

ない技術を持つ仲間企業と提携する（もしく

は，現在の提携先に加え別の提携先を持つ）

などして，受注の幅と活動の選択肢を広げら

れることである。

　このように，窓口組織がネットワークをコ

ントロールし，マッチングの成功報酬を取る

というやり方ではなく，むしろメンバー企業

の主体的運営を重視している。こうした運営

方法が機能する背景の１つとして，SIIQ 

DIRECT立上げに前後して，事務局・コーディ

ネータ役の組織が，メンバー（候補）企業に

十分根回しを行い，互いに競合する企業も含

まれる中，自社の紹介資料を作成するよう説

得し，メンバー企業の事業内容や得意技術に

ついて相互理解を深めていたことが挙げられ

る。加えて，SIIQ DIRECTのメンバーが，

半導体目利きボードおよび九州経済調査協会

図３　SIIQ DIRECT の運営（応用）

（出所）聞取り調査に基づき筆者作成
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が実質的に運営する半導体実装国際ワーク

ショップ（後述）のメンバーと相当程度重なっ

ていたことも事前の信頼醸成に大きく寄与し

たと思われる。

　SIIQ DIRECTは試作品開発から部品加工，

量産化におよぶ広範囲の業務をカバーするが，

その重点は試作品開発の受注にある。その理

由としては，①試作品開発は手間がかかるも

のの単価が高い場合が多いこと，②試作品開

発の過程で技術蓄積が進み，また仲間企業と

の技術的交流や協力ネットワーク形成をも促

す効果が期待できること，③中小企業は量産

段階にいきなり参入するよりも，先ずは開発

の初期段階から関わることで量産受注の可能

性も広がることが挙げられる。加えて，九州

は大手企業の本社（＝研究開発の現場）から

遠いので，SIIQ DIRECTの旗を掲げること

で，他地域から開発案件を引き込みたいとい

う意図もある。関係者によれば，一般に試作

ビジネスだけで十分な儲けをあげることは困

難で，メンバー企業も量産受注獲得を目指し

ている。ただ，全案件でそのようにする必要

はなく，何十件かのうち１件が量産に繋がれ

ばよいというスタンスであるという。

　以上が，SIIQ DIRECTの立ち上げの経緯

と運営の仕組みであるが，その後の成果につ

いて簡単に紹介したい。関係者からの聞き取

り調査によると，2009年度（2009年４月１日

～2010年３月31日）の実績は，総案件数153件，

うち成約件数は49件（進行中13件）である。

内容別案件数では，製造先紹介57件，客先紹

介86件，情報交換３件，調達先紹介２件，連

絡先紹介３件，その他２件となっている。地

域別にみると，九州の企業が依頼元となった

案件は87件で，九州外の企業が依頼元となっ

た案件は66件であった。九州内の案件を可能

な限り九州企業に紹介するとともに，九州外

のうち特に関東からは50件近い案件を呼び込

むことが出来た。技術的に対応できない等の

理由で九州外の企業に紹介された案件もあっ

たが，SIIQが九州のハブとなり，九州内外

のいろいろな地域と連携を広げていくという

目標に向かって順調に進んでいるようである。

　なお取引先としては国内だけでなく海外も

視野に入れている。実際，2009年度には，韓

国，台湾，マレーシア，インドとの間に，合

わせて10件前後の案件があった。こうした国

際連携は，「半導体実装国際ワークショップ」

（MAP：The International Workshop on 

Microelectronics Assembling and Packaging）

とリンクすることにより促されている。MAP

は，2001年以降，毎年秋に福岡市もしくは北

九州市で開催されている九州エリア最大級の

国際的な半導体関連展覧会であり，日本の他

地域や中国，韓国，台湾などアジアを中心と

する海外の業界関係者も多数参加している。

現在，「アジア半導体機構」（事務局は九州経

済調査協会内に設置）により運営されている。

　４．おわりに
　　－九州半導体産業における企業
　　　間連携の発展性と課題－

　以上で，九州半導体産業にみられる中小企
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業間の連携による共同受注への２つの異なる

取り組みを紹介した。九州にはこれ以外にも，

産官学共同の半導体産業振興事業が多い。例

えば，「福岡システムLSI総合開発センター」

（福岡市）を中核とする先端システムLSI開

発拠点構築への取り組みや「大分県LSIクラ

スター形成推進会議」（事務局：大分県産業

科学技術センター）および「熊本セミコンダ

クタ・フォレスト構想」（事務局：財団法人

くまもとテクノ産業財団）による研究開発促

進，人材育成，販路開拓，企業誘致，新事業

育成などの活動である。九州エリア内にこう

した複数の取り組みが重層的に存在し連結す

ることで，地場中小企業を中心とする企業集

積促進と開発拠点としての地位向上が期待さ

れる。

　ただし，憂慮すべき点もある。第１に，こ

れらの団体間で，一部は交流・協力関係やメ

ンバー企業の重複が見られる場合もあるが，

全体的には，クラスター推進のような取り組

みが県ごとに実施されることが多いことであ

る。その結果，企業立地も各県に比較的分散

しており，九州を１つのクラスターと見立て

ると，その潜在力を戦略的に活かしきれてい

ない恐れもある３。

　第２に，九州には半導体チップを搭載する

最終製品メーカーの設計開発拠点が少ないこ

とも問題である。自動車産業の集積により車

載用半導体については若干期待が持てる。こ

の他，ベンチャー・中小企業の連携により国

内大手からの仕事をやりながら技術力を強化

し，共同で海外の仕事を取ってくる等のシナ

リオを推進する必要がある。

　第３に，これに関連して，筆者の別の論考

によれば，九州半導体関連企業は，いまだに

国内の首都圏等に目が向いており，九州エリ

ア内での連携も，国際的なリンケージも十分

発展していないことが判明した（岸本，

2008）。他方，台湾の新竹のようなダイナミッ

クな半導体産業クラスターでは，地域内の連

携と海外リンケージの発展とが両立している，

もしくは相互に補強する関係にあることも示

された（岸本，2009）。この観点から，地元

での企業間連携と国際連携を密接に関わら

せる試み（例えば，上述したような，SIIQ 

DIRECTとMAPのリンク）を一層推進する

必要があるだろう。
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